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１．水の官民連携（ウォーターPPP）の概要
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②施設老朽化
「モノ」

③使用料収入減少
「カネ」

①職員数減少
「ヒト」

解決策

１．水の官民連携（ウォーターPPP）の概要

国は下水道事業が抱える課題（ヒト・モノ・カネ）を解決するための手法として、

民間企業のノウハウや創意工夫を活用した官民連携（ PPP/PFI ）手法
の導入を推進しています。

出典：国土交通省「官民連携（PPP/PFI）の活用」より作成 4

ストックマネジメント

新技術導入（ICT）

都道府県構想見直し

広域連携

官民連携（PPP／PFI）

・・・・・

下水道職員の不足
技術力の不足、継承困難

下水道施設の更新需要増加
ストック増による維持管理費増加

下水道使用料収入の減少⇒経費回収率の低下



出典：国土交通省 「下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版（令和8年4月）」より抜粋

１．水の官民連携（ウォーターPPP）の概要

令和5年度の「PPP/PFI推進アクションプラン」では、新たな官民連携の手法

として、水の官民連携（ウォーターPPP）の活用が位置付けられました。

また、水の官民連携（ウォーターPPP）導入が、令和９年度以降の汚水管改築に
係る交付金の要件とされています。

5
水の官民連携（ウォーターPPP）に定義される手法



２．下水道事業の概要
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2-1．立科町下水道事業の概要2-1．立科町下水道事業の概要

2．立科町下水道事業の概要

単独特定環境保全公共下水道
立科処理区①

茂田井処理区②

流域関連特定環境保全公共下水道白樺湖処理区③

農業集落排水施設

外倉地区④

山部・牛鹿地区⑤

宇山地区⑥

野方・塩沢地区⑦

コミュニティ・プラント藤沢地区⑧

浄化槽（市町村設置型浄化槽）中尾・美上下地区⑨

浄化槽（集合処理）白樺高原処理区⑩
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立科町

長和町
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佐久市
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上田市 東御市



2-２．公共下水道事業の概要2-２．公共下水道事業の概要

2．立科町下水道事業の概要

③ 白樺湖処理区② 茂田井処理区① 立科処理区処理区名

流域関連特定環境保全
公共下水道

単独特定環境保全
公共下水道

単独特定環境保全
公共下水道

事業形態

昭和５６年３月平成８年４月平成１０年４月供用開始

100人960人２,２４０人
計画処理

人口

３１ha３５ha１１３ha計画区域

分流式排除方式

７８９㎥／日240㎥／日８１０㎥／日
日平均

計画汚水量

諏訪湖流域へ接続
茂田井浄化センター

（OD法）
立科浄化管理センター

（OD法）
処理場

（処理方式）

立科町
（維持管理を茅野市へ委託）

川西保健衛生施設組合
（維持管理を立科町へ委託）

立科町事業主体
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2-3．農業集落排水事業の概要2-3．農業集落排水事業の概要

2．立科町下水道事業の概要

⑦ 野方・塩沢地区⑥ 宇山地区⑤ 山部・牛鹿地区④ 外倉地区処理区名

農業集落排水施設事業形態

平成７年１２月平成１１年４月平成９年１２月平成５年８月供用開始

１，６６０人７４０人１，４３０人７２０人
計画処理

人口

５７ha２９ha６０ha２４ha計画区域

分流式排除方式

４４９㎥／日２００㎥／日３８７㎥／日１９４㎥／日
日平均

計画汚水量

流量調整槽前置型・嫌気濾床併用接触ばっ気方式
処理場

（処理方式）

立科町事業主体
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2-４．その他事業の概要2-４．その他事業の概要

2．立科町下水道事業の概要

⑩ 白樺高原処理区⑨ 中尾・美上下地区⑧ 藤沢地区処理区名

浄化槽
（集合処理）

浄化槽
（市町村設置型浄化槽）

コミュニティ・プラント事業形態

昭和50年10月ー平成5年8月供用開始

10,735人ー３４０人
計画処理

人口

ーー8.5ha計画区域

分流式ー分流式排除方式

3,390㎥／日ー９４㎥／日
日平均

計画汚水量

標準活性汚泥法
長時間ばっ気＋接触ばっ気方式

回遊式間欠ばっ気方式
ー回分式活性汚泥法

処理場
（処理方式）

立科町事業主体
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３．現状と課題
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3-1．ヒト（人）3-1．ヒト（人）

３．現状と課題

 直近５ヵ年で職員数は横ばいで、令和７年度末において職員４名（うち２名は

兼務）の実施体制です。

 現状、職員1人当たりの業務負担は大きく、今後は施設の老朽化に伴い、その

負荷がさらに増大する見通しです。

■職員一人当たりの建設改良費（下水道事業全体）

※「決算統計（公共・特環・コミプラ）」より作成（令和８年３月３１日時点の情報）

実績← →推計 事業想定期間

■組織図

事業管理者
町長

建設環境課
課長（１名）

建設環境課
上下水道係 係長（１名）

上下水道係
下水道担当（２名）

上下水道係
上水道担当（２名）

※推計値は、「立科町下水道事業経営戦略」より作成
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3-2．モノ（物）3-2．モノ（物）

３．現状と課題

■特環/農集_有収率の実績と推計

※「決算統計」より作成（令和８年3月31日時点の情報）

※H29,H30,R3年度の数値は、「立科町下水道事業経営戦略」「地方公営企業年鑑」より作成

※特環は諏訪湖流域における関連市町村の流入水量配分を含む

１日１人当たり使用水量（単位：L/人・日）有収率（単位：％）

 立科浄化管理センターの改築費は、令和８年度から令和12年度までの５年間

で総額947百万円となる見込みであり、 施設の老朽化に伴う更新需要は高

まっています。

 特環、農集ともに年々、有収率が低下し、不明水対策が必要となる推計です。

※「令和7年度立科町立科浄化管理センター再構築基本設計（ストックマネジメント
実施計画 第2期（令和8年２月）」より作成

■立科浄化管理センターの改築投資計画
改築費（単位：百万円）
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3-３．カネ（金）3-３．カネ（金）

※１．特環：立科処理区、茂田井処理区、白樺湖処理区
※２．平均値：全国の団体における経費回収率の平均値

３．現状と課題

※１．農集：外倉地区、山部・牛鹿地区、宇山地区、野方・塩沢地区
※２．平均値：全国の団体における経費回収率の平均値

■特環公共下水道の経費回収率
経費回収率（単位：％）

■農集の経費回収率

※「経営比較分析表」より作成 ※「経営比較分析表」より作成

 特環の経費回収率は、令和6年度は72.64％で、全国平均を上回っています

が、前年度に比べ、低下しています。

今後は料金改定や施設規模の適正化により、経費回収率の改善が必要です。

 農集の経費回収率は概ね100％を確保できている状況です。

将来の人口減少に向けた計画的なコスト縮減方策の推進が必要です。

経費回収率（単位：％）
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３．現状と課題

 立科町下水道（特環、農集）の運営は、ヒト（人）、モノ（物）、カネ（金）の課題が

相互に関連した複合課題となっています。

 特にヒトの課題である資本勘定職員の早期確保は、今後増加する施設の改築

更新事業を実施する上で必要不可欠な課題です。

ヒト モノ カネ

3-４．課題のまとめ3-４．課題のまとめ



４．想定する事業スキーム
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4-１．事業スキーム案4-１．事業スキーム案

事業方式 管理・更新一体マネジメント方式 更新支援型（レベル3.5）

対象処理区 立科処理区

対象施設 処理場 マンホールポンプ場 管路施設

事業期間 10年間（R１１～R２０）

対象業務 「4-3．対象業務」を参照

対象処理区・対象施設の規模、現在の業務実施体制を踏まえ、本町が更新工事の発注・
最終責任を担い、民間事業者の維持管理に関する知見を更新計画に活用する「更新支援
型」を基本とした事業スキームを想定しています。

※今後は、単独特定環境保全公共下水道（立科処理区）と農業集落排水事業の統廃合や、
各事業とのバンドリングの可能性を踏まえ、対象事業範囲の拡大も検討しています。

本町では以下の理由から、「立科処理区」を対象とした「更新支援型」の導入を
想定しています。
 立科処理区：事業規模が大きく、かつ町主導で移行しやすいため。
 更新支援型：更新の責任は町が担いつつ、専門職員の不足を補うため。
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４．想定する事業スキーム



立科浄化管理センター

処理場
オキシデーション

ディッチ法
汚水

処理
方式 濃縮 ⇒ 

バキューム車搬出
汚泥

マンホールポンプ場 ：１７箇所
宅内グラインダーポンプ ： １箇所

ポンプ場

約36,487m（汚水のみ）管路施設

4-２．対象施設4-２．対象施設
立科浄化管理センター

凡 例

全 体 計 画 区 域 界

主 要 な 管 渠

主 要 な 管 渠 （圧送管）

マンホールポンプ

終 末 処 理 場

事業計画区域界（既定）

18出典：立科町ストックマネジメント実施計画（第２期） 計画説明書 令和８年２月

立科浄化管理センター 平面図

反応タンク

沈砂池

管理棟

自家発電気室

汚泥ポンプ室

処理水再利用施設

塩素消毒施設

最終沈殿池

４．想定する事業スキーム
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4-３．対象業務4-３．対象業務

４．想定する事業スキーム

主な業務内容業務項目大分類

統括マネジメント業務、モニタリング業務統括管理全体

運転操作・監視、ユーティリティ調達、異常・災害対応運転管理

処理場

水質分析・検査水質検査

汚泥搬出・処理汚泥処理

日常巡視点検、定期・臨時巡視点検保守・点検

清掃・草刈り、施設・備品管理、管理記録作成・報告、苦情・通報対応日常的維持管理

し渣・沈砂の除去・搬出、樹木剪定、除雪作業、技術支援、予算対応等計画的維持管理

定期・故障箇所の修繕修繕

設計・調査、改築工事改築

異常・災害対応運転管理

マンホールポンプ場

日常巡視点検、定期・臨時巡視点検保守・点検

管理記録作成・報告、苦情・通報対応日常的維持管理

ポンプ引上げ作業、槽内清掃、スカム除去作業計画的維持管理

定期・故障箇所の修繕・部品交換修繕

設計・調査、改築工事改築

管理記録作成・報告、苦情・通報対応日常的維持管理

管路施設
管路清掃、TVカメラ・目視調査、公共汚水桝の点検・調査、不明水調査計画的維持管理

部分的な補修工事、管路施設の修繕工事修繕

設計・調査、改築工事改築

ストックマネジメント計画策定・経営戦略策定・事業計画策定、BCP策定、使用料改定等計画策定経営・計画

窓口・徴収・検針業務、使用料関係業務、給排水業務、台帳・システム管理料金関連等営業・事務

※下表は、現在の立科処理区の運営に必要な業務を示したものです。
実際のウォーターPPP導入時の対象業務は、今後の検討により変更となる場合があります。



５．関連事業の概要（農集、特環、水道）
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5-1．統廃合に向けた検討状況5-1．統廃合に向けた検討状況

農業集落排水施設の統合は、処理能力及び経済性を踏まえ、外倉地区を起点
として、立科処理区に対して段階的に進めることが望ましいと考えています。

構想期間：R4（2022）～R34（2052）

21出典︓長野県「立科町 水循環・資源循環のみち 2022構想（令和４年度）」より抜粋

農集４地区のうち、対象の３地区
（外倉、山部・牛鹿、宇山）については、
将来的な「段階的統廃合」を検討中です。

５．関連事業の概要（農集、特環、水道）



5-２．農業集落排水事業（４地区）5-２．農業集落排水事業（４地区）

今後統廃合の可能性がある地区
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① 立科処理区

④ 外倉地区

⑤ 山部・牛鹿地区

⑥ 宇山地区

５．関連事業の概要（農集、特環、水道）

2箇所
MP
場

約10,193m
（汚水のみ）

管
路
施
設

⑦ 野方・塩沢地区

④ 外倉地区農業集落排水施設 ⑦ 野方・塩沢地区農業集落排水施設

9箇所
MP
場

約18,010m
（汚水のみ）

管
路
施
設

5箇所
MP
場

約15,955m
（汚水のみ）

管
路
施
設

⑤ 山部・牛鹿地区農業集落排水施設 ⑥ 宇山地区農業集落排水施設

5箇所
MP
場

約9,840m
（汚水のみ）

管
路
施
設



① 立科処理区

② 茂田井処理区

佐久市立科町

５-３．単独特定環境保全公共下水道事業（茂田井処理区）５-３．単独特定環境保全公共下水道事業（茂田井処理区）
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茂田井処理区は川西保健衛生施設組合が事業主体となり、維持管理を本町が
請け負っており、佐久市の一部を含め汚水処理を行っています。

５．関連事業の概要（農集、特環、水道）

反応タンク

② 茂田井浄化センター

管理棟

6箇所
MP
場

約16,627m
（汚水のみ）

管
路
施
設



５-４．水道事業５-４．水道事業

５．関連事業の概要（農集、特環、水道）

立科町上水道

姥・中尾・美上下
簡易水道

白樺湖簡易水道

計画一日
最大給水量

計画給水
人口

認可年月日水道事業名

５,７８５㎥／日１１,９００人
昭和５３年
５月２７日

立科町上水道事業

２２７㎥／日１０５人
平成６年
６月３０日

姥・中尾・美上下
簡易水道事業

４,６００㎥／日５００人
平成4年
１月３０日

夢の平簡易水道事業

１,４００㎥／日３００人
平成３年
３月８日

白樺湖簡易水道事業

夢の平簡易水道
管路施設

（令和元年度時点）
施設能力配水池

浄水場
の有無

１４,250ｍ導水管延長

１２，０１２㎥／日１５箇所無し １,400ｍ送水管延長

136,170ｍ配水管延長

24
出典：立科町水道事業経営戦略 令和４年３月

立科町水道ビジョン 令和２年３月
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６．用語解説



解 説用 語

民間事業者に設計・建設等を一括発注・性能発注する手法。
DB（Design-Build
／デザインビルド）

公共が調達した資金で、民間事業者等のプロジェクト事業主体が施
設を建設し、維持管理、運営を行う事業方式。一般的にはPFI事業手
法に準じて進められる。

DBO（Design-Build-
Operate）

Private Finance Initiativeの略であり、民間が資金調達し、設
計・建設、運営を民間が一体的に実施する方式。

PFI

管理者は運営権者に運営権を設定。運営権により、運営権者は原則
として利用者から収受する下水道利用料金(PFI法第23条により下
水道利用者から運営権者が収受する下水道施設の利用料金）により
事業を運営する方式。公共施設等運営事業。

PFI（コンセッション方式）

PFIのうち、コンセッション方式を除いたものを指す。一般的に、主に
延べ払い方式によるものを指す。

PFI（従来型）

Public Private Partnership（官民連携）の略であり、公共サー
ビスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本
や民間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指す
もの。

PPP

PPPとPFIを含む官民連携手法の総称。PPP/PFI
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６．用語解説

解 説用 語

複数の事業者が共同で連帯して事業を行う（例えば、建設工事の施
工を行う）ことを目的として、それぞれ一定の割合で出資することに
より組織される独立法人格を持たない団体をいう。

共同企業体
（JV：Joint Venture）

発注者の補助者・代行者であるコンストラクションマネージャー
（CMr）が、技術的な中立性を保ちながら発注者側に立ち、設計・発
注・施工の各段階で、発注方式の検討や工程・品質・コスト管理等の
全部または一部を行うもの。

コンストラクション
マネジメント（CM）

発注者が施設の構造、資材、施工方法等について、詳細な仕様を決
め、設計書等によって民間事業者に発注する方式。

仕様発注

事業の仕組み・枠組み・構成。スキーム

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮
し、優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査、修繕・改善を実
施し、施設全体を対象とした施設管理を最適化すること。

ストックマネジメント

発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水
準の詳細を規定した発注のこと。PFI事業については、仕様発注方式
よりも性能発注方式の方がPFI法の主旨である「民間の創意工夫の
発揮」が実現しやすくなる。

性能発注



解 説用 語

複数の維持管理業務等を一体的に統括し、業務間・関係機関との調
整、進捗管理、情報管理、緊急対応の支援及び業務改善の提案等を
行う業務。

統括マネジメント業務

資産の流動化に関する法律に基づき、当該事業の実施を目的として
設立される法人、ある特別の事業を行うために設立された事業会社
のこと。

PFIでは、公募提案する共同企業体（コンソーシアム）が、新会社を設
立して、建設・運営・管理にあたることが多い。

特別目的会社
（SPC：Special Purpose 

Company）

複数施設（又は複数分野）を一括して事業化する手法のこと。
規模が小さく、単独ではPPP/PFI事業としての事業化が困難なもの
について、一定程度の事業規模にして事業の成立性を高める工夫と
しても用いられる。 （例：複数の処理場の一体的な委託、上下水道一
体での包括的民間委託等）

バンドリング

事業開始後もライフサイクルコストの縮減を促進し、民間事業者の提
案等による費用縮減分を官民で分配する仕組み。

プロフィットシェア

下水処理サービスの質を確保しつつ、民間の創意工夫を活かした効
率的な維持管理を行うため、複数年契約を前提とした発注を基本的
な要素とする方式。

包括的民間委託

民間事業者に対して、個別事業への参加意欲を実施方針等の策定に
先立って把握する試み。

マーケットサウンディング
（民間市場調査）
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６．用語解説

解 説用 語

選定事業者による公共サービスの履行に関し、約定に従い適正かつ
確実なサービスの提供の確保がなされているかどうかを確認する重
要な手段であり、公共施設等の管理者等の責任において、選定事業
者により提供される公共サービスの水準を監視（測定・評価）する行
為。

モニタリング

下水道施設の運転・保守・点検を行うために必要な消耗品、薬剤、資
材、電力、燃料等。

ユーティリティ

プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、
修繕、事業終了までの事業全体にわたり必要なコストのこと。
LCC(Life Cycle Cost)ともいう。

ライフサイクルコスト

選定事業の実施に当たり、協定等の締結の時点ではその影響を正確
には想定できない。このような不確実性のある事由によって、損失が
発生する可能性をリスクという。

リスク

事業において想定され得るリスクを、公共と民間事業者で分担する
こと。リスク分担については、実施方針等において、リスク分担表の
形式で示されることが多い。リスク分担における原則は、「各々のリス
クを最も適切にコントロールできるものがリスクを負担する」という
ことである。（「可能な限り多くのリスクを民間事業者側に負担させ
る。」ということではない点に注意すべきである）

リスク分担
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６．用語解説

•内閣府「PFI事業導入の手引き」

•内閣府「公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン」

•内閣府「PPP/PFIとは」

•内閣府「PPP/PFI推進アクションプラン」

•内閣府「PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」

•国土交通省「下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のガイドライン」

•国土交通省「官民連携（PPP/PFI）の活用」

•国土交通省「地方公共団体におけるピュア型CM方式活用ガイドライン」

•国土交通省「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」

•国土交通省「下水道分野における『水の官民連携』ガイドライン第3.0版」

•国土交通省「上下水道―下水道の維持管理―ストックマネジメントの推進」

•国土交通省「下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン」

•国土交通省「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き」

•日本下水道協会「処理場等包括的民間委託導入ガイドライン」

【出典】（以下を参考に加筆）


